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様式９（添付１－４） 

 

令和６年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅱ 外国人の子供の就学促進事業） 

事業内容報告書の概要 
都道府県・市区町村・協議会名【小笠地区定住外国人児童生徒就学促進連絡協議会】  

 

令和６年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制 

小笠地区定住外国人児童生徒就学促進連絡協議会が初期指導教室の運営を特定非営利活動法人静

岡県教育フォーラムに委託し、小笠地区に定住する外国人の子どもの就学に必要な支援を行う(下図参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項①～⑥について、それぞれ記入すること 

①小笠地区定住外国人児童生徒就学促進連絡協議会が初期指導教室の運営を特定非営利活動法人静

岡県教育フォーラムに委託し、小笠地区に定住する外国人の子どもの就学に必要な支援を行った。 

②菊川市に初期指導教室を設置し、公立小中学校へ編入できるように、日本語の指導とともに国語や算数

等の基礎学習、学校生活におけるルールや習慣を身に付けるために、約半年の指導を行った。指導体制

は上図（特定非営利活動法人静岡県教育フォーラム【指導体制】）を参照 

  ※本年度在籍数は66人。この内、57人が公立小中学校へ編入した。 

④地域社会との交流の促進するために、通常の学習指導以外にも、その時期の日本の行事（地区主催七

夕祭り・もちつき大会への参加やすいか割り・流しソーメンなど）体験活動を行った。また、新型コロナウイ

ルス感染症も５類へ移行したことにより、例年できなかった保護者会等も実施した。 

３．成果と課題    ※取り組んだ実施事項①～⑥について、それぞれ記入すること 

【成果】 

①②年間66人が在籍し、その中で57人の児童生徒を修了させ、公立小中学校へ編入させた。 

④地区等との交流により、在籍した児童生徒に日本の文化を学ばせ、安心して日本の学校に通えるための

準備や認識を高めた。 

【課題】 

①②昨年度以上に日本への定住を希望する外国人が増加したことから、今年度の人数では、対応に苦慮し

たことから、指導員等の人数増等の対応策を講じていく必要がある。 

④新型コロナウイルス感染症も５類へ移行したが、以前と同じような交流を続けながらも、他の団体との交流

も広げることも必要であると考える。 

 

 

 

 

特定非営利活動法人静岡県教育フォ

ーラム 

【指導体制】 

コーディネーター１人 

統括責任者兼教務主任１人 

教務主任兼日本語指導員２人 

日本語指導員３人 

小笠地区定住外国人児童生徒就学促進連

絡協議会（掛川市・菊川市・御前崎市） 

【組織】 

会長１人（菊川市教育委員会教育長） 

副会長２人（掛川市・御前崎市教育委員会 

教育長） 

委員３人（掛川市・菊川市・御前崎市教育 

委員会学校教育課長） 

監事２人（掛川市・御前崎市） 

会計・事務局（菊川市） 
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３～６歳 ７～１２歳 13～15 歳 

16～18 歳以上 

（過年齢） 

本事業で対応した子供の数 ０人 52人 14人 ０人 

４．その他（今後の取組等） 

前述の【課題】における可能性への対応も含めてではあるが、外国人児童生徒の大幅な増減などの不測

の事態が発生した場合においても、本取組の目的を持続できるよう先を見越した教室運営に努めていく。 

 

 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない。） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、担当者・連絡先欄を除き文部科学省ホームページで公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




